
１  重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有目的の債権 ‥‥ 償却原価法（定額法）による。

 (２) 固定資産の減価償却の方法

　　　定額法による。

 (３) 引当金の計上基準

　　　退職給付引当金 ‥‥ 期末における自己都合退職金要支給額を全額計上している。

（４）リース取引の処理方法

　　　賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理をしている。

（５）消費税等の会計処理

　　　税込方式による。

（６）税効果会計の適用について

　　　税効果会計は、適用していない。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

科　　目

計

　投資有価証券

基本財産

基本財産

　投資有価証券

計

特定資産

  財政調整積立資産

  スポーツ振興基金

  減価償却引当資産

  退職給付引当資産

財務諸表に対する注記

120,000,000 0 0 120,000,000

当期末残高

120,000,000 0 0 120,000,000

当期減少額当期増加額前期末残高

265,109,354 22,430,371 9,643,500 277,896,225

150,938,854 27,187,607 462,904 177,663,557

1,000,000,000 0 0 1,000,000,000

278,000,000 0 0 278,000,000

1,694,048,208 49,617,978 10,106,404 1,733,559,782

合　　　計 1,814,048,208 49,617,978 10,106,404 1,853,559,782

計

科　　目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に
対応する額)

120,000,000 100,000,000 20,000,000 0

120,000,000 100,000,000 20,000,000 0
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４  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

５  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

６  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

計

  財政調整積立資産

  スポーツ振興基金

  減価償却引当資産

  退職給付引当資産

特定資産

277,896,225 0 277,896,225 277,896,225

177,663,557 0 177,663,557 0

1,000,000,000 0 1,000,000,000 0

278,000,000 0 278,000,000 0

1,733,559,782 0 1,733,559,782 277,896,225

建      物

合　　　計 1,853,559,782 100,000,000 1,753,559,782 277,896,225

科       目 取 得 価 額 減価償却累計額 当期末残高

18,994,124 18,230,843 763,281

914,971,900 407,462,714 507,509,186

3,000,000 2,970,000 30,000

428,663,557 508,302,467

科       目 帳 簿 価 額 時　価 時価損益

107,060,000 1,814,977

第823回公営企業債券 109,926,667 110,595,980 669,313

第827回公営企業債券 129,353,900 130,676,260 1,322,360

合        計 1,133,265,841 1,146,085,812 12,819,971

補助金等の名称 交付者 前期末残高
当　期
増加額

当　期
減少額

当期末残高

100,000,000

貸借対照表上
の記載区分

寄付金

　基本財産 尼崎市 100,000,000 0 0

161,250,880 1,519,898

指定正味財産

第872回公営企業債券 105,245,023

構  築  物

什器備品

第277回利付国債 156,336,711

ろ号特別第31回阪神高速道路債 159,730,982

合        計 936,966,024

第817回公営企業債券 196,000,000 196,691,292 691,292

第61回利付国債 276,672,558 281,756,400 5,083,842

158,055,000 1,718,289
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７  指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

※　「重要な固定資産（基本財産及び特定資産）の明細」及び「引当金の明細」について

　は、財務諸表に対する注記２でそれぞれ記載しているので、計算書類に関する附属明細

　書は作成しない。

1,024,932

合　　　　計 1,024,932

内　　　訳 金　額

経常収益への振替額

　基本財産受取利息
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